
奈良市指定管理者選定委員会設置要綱 

  

平成１９年 ３月２２日告示第１５７号 

改正 平成２０年 ９月 ８日告示第４９７号 

 平成２１年 ８月２５日告示第４５０号 

平成２３年 ５月１８日告示第２８５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１７年奈良市条例第８５号。以下「条例」という。）第５条第２項の規定に基づき、

市長の指定する指定管理者に係る奈良市指定管理者選定委員会（以下「委員会」という。）

の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、指定候補者の選定についての審査その他指定候補者の選定に関し市長

が必要と認める事項を所掌する。 

（組織） 

第３条 委員会は、指定候補者の選定ごとに設置し、委員６人又は５人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。この場合において、

第２号に掲げる委員の数は、２人以内とする。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 指定候補者を選定しようとする公の施設を所管する部の長その他の市職員 

(3) その他市長が適当と認める者 

３ 委員が公職にあることにより委嘱され、又は任命された場合は、その職を退いたとき

に委員の職を失うものとする。 

４ 前項に規定する場合を除き、委員の任期は、委嘱又は任命の日から当該指定候補者の

選定についての審査が終了したときまでとする。ただし、市長が特別な理由があると認

めるときは、任期中であっても解嘱し、又は解任することがある。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 



４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する

委員がその職務を代理する。 

（審査） 

第５条 委員会の審査は、委員長が会議を招集して行う。ただし、委員長が互選される前

に招集する会議は市長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、そ

の意見又は説明を聴くことができる。 

（審査の基準） 

第６条 委員会は、条例第４条第１項に規定する選定の基準に従い、指定候補者の選定に

ついて審査しなければならない。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、その職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。 

（報告） 

第８条 委員長は、委員会の審査を行ったときは、その結果を市長に報告するものとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、指定候補者を選定しようとする公の施設を所管する課において

処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営その他について必要な事項は、委

員長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年３月２２日から施行する。 

（平成２３年度に統廃合される市が出資する財団法人が指定管理する公の施設に係る

指定候補者の選定における委員会の組織に関する特例） 

２ 平成２３年度に統廃合されることにより地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）の指定を取り

消されることとなる市が出資する財団法人が同項の規定により管理する公の施設につ



いて、当該財団法人の業務を承継することとなる団体を当該施設に係る残りの指定期間

の指定管理者の候補者として選定する委員会は、第３条第１項及び第２項の規定にかか

わらず、市長が任命する委員３人をもって組織するものとする。 

附 則（平成２０年 ９月 ８日告示第４９７号） 

この告示は、平成２０年 ９月 ８日から施行する。 

附 則（平成２１年 ８月２５日告示第４５０号） 

この告示は、平成２１年 ８月２５日から施行する。 

附 則（平成２３年 ５月１８日告示第２８５号） 

 この告示は、平成２３年 ５月１８日から施行する。 

 


